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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標１　みんなが元気で健康なまちづくり

政　策 （１）保健・医療の充実

施　策 　①市民の権衡管理体制の充実を図る

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 風しんの追加的対策事業 担当部課 健康増進部 健康づくり課

事業目的

風しんの発生及びまん延を予防するためには、可及的速や
かに抗体保有率が低い世代の男性の抗体保有率を上昇さ
せる必要があることから、令和４年３月31日までの時限措置
として定期接種を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

【対象】
昭和37年４月２日～昭和54年４月１日生まれの男性11,000
人

○令和元年度：昭和47年４月２日～昭和54年４月１日生ま
れの男性に対して、受診券を送付。
○令和２年度：昭和37年４月２日～昭和47年４月１日生まれ
の男性に対して、受診券を送付。

進捗状況
・
現状

風しんの予防接種は、現在、予防接
種法に基づき公的に行われている。
しかし、公的な予防接種を受ける機
会がなかった昭和37年４月２日から
昭和54年４月１日までの間に生まれ
た男性は、抗体保有率が他の世代
に比べて低くなっている。

事業期間 令和元年度 ～ 令和３年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

72,225
4 1 2

千円

総事業費 72,225千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

11,000

成果指標 抗体保有率（％） 80.0% 85.0% 90.0%

市民 予防接種を受ける機会

活動指標 対象者に対する周知（人） 0 4,500

財
源
内
訳

国庫支出金
6,247 11,175 9,358 26,780

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
11,092 18,741 15,612 45,445

事業費（A）
17,339 29,916 24,970 72,225

主な事業費内訳 役務費、委託料 役務費、委託料 役務費、委託料

従事職員数(人) 1 1 1平均人件費

総コスト（A＋B） 26,039 38,616 33,670
総コスト
計

98,325

8,700

人件費（B） 8,700 8,700 8,700
人件費割合

(%)
26.5

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 感染症予防事業費等国庫負担金 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 50％
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （１）子育て支援の充実

施　策 　①子どもを安心して生み育てられる環境の充実を図る

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 幼児教育・保育無償化対応事業 担当部課 人権福祉部 子ども課

事業目的

　幼児教育の負担軽減を図る少子化対策、生涯にわたる人
格形成の基礎を培う幼児教育の重要性に鑑み、幼児教育・
保育の無償化を実施する。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事業内容

　令和元年10月から始まる幼児教育・保育の無償化にあた
り、その導入に必要となるシステム改修を行う。

進捗状況
・
現状

　幼児教育・保育の無償化に対応す
るシステムが導入されていない。

事業期間 令和元年度（１年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

7,269
3 2 2

-千円

総事業費 7,269千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

1

成果指標
子ども子育て支援システム環境
の整備（箇所）

0 1 1

保護者 幼児教育の負担軽減

活動指標 システム導入（件） 0 1

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
7,268 7,268

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
1 1

事業費（A）
7,269 0 0 7,269

主な事業費内訳 委託料

従事職員数(人) 0.2 平均人件費

総コスト（A＋B） 9,009 0 0
総コスト
計

9,009

8,700

人件費（B） 1,740 0 0
人件費割合

(%)
19.3

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 子ども・子育て支援事業費補助金
子ども・子育て支援法（算定基準：基礎額600万円、加算額2019年1月1日
現在の住民基本台帳に基づく人口1人あたり110円）

定額
（7,268千円）
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （１）子育て支援の充実

施　策 　②保育などのサービスの充実を図る

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 保育人材確保事業 担当部課 人権福祉部 子ども課

事業目的 　保育人材を確保し、待機児童の解消を図る。
事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

保育人材確保のため、以下の対策を実施する。
①福岡エリアの保育士養成校への勧誘行動
②市内保育園合同就職・転職フェアの開催
③市内での市内保育園合同説明会の実施
④市内保育園施設見学の実施
⑤福岡県保育士就職支援資金（保育補助者雇上費貸付）
の活用

進捗状況
・
現状

待機児童数　　入所保留児童数
H28.4　　0人　　　H28.4　　48人
H29.4　　4人　　　H29.4　　97人
H30.4　13人　　　H30.4　　108人
H31.4　78人　　　H31.4　　241人

事業期間 令和元年度 （１年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

4,572
3 2 2

千円

総事業費 4,572千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

1

成果指標
市内保育園の常勤保育士の増加
人数（人）

0 7 7

保育園入所を希
望する児童の保

護者
保育園に入所できる

活動指標
市内保育園合同就職・転職フェア
の開催回数（回）

0 1

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
1,000 1,000

一般財源（a）
3,572 3,572

事業費（A）
4,572 0 0 4,572

主な事業費内訳 委託費、旅費

従事職員数(人) 1 平均人件費

総コスト（A＋B） 13,272 0 0
総コスト
計

13,272

8,700

人件費（B） 8,700 0 0
人件費割合

(%)
65.6

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

その他 参加者負担金 定額
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （２）情報通信基盤の整備

施　策 　④情報通信技術を活用した質の高い市民サービスを提供する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 光回線整備事業 担当部課 企画部 秘書広報課

事業目的

　光回線未整備地域（福吉地域、怡土地域）に光回線が利
用できる環境を構築することにより、情報格差の解消を促進
するとともに、携帯電話回線と併せて、通信手段の二重化を
図る。

事業主体 民間通信事業者、市

実施方法 補助

事業内容

・整備方式は民設民営方式（民間通信事業者が光回線の
整備及び整備後の維持、管理を行う方式）とし、市は民間
通信事業者へ補助金を支出する。
・民間通信事業者は、総務省が新設した「高度無線環境整
備推進事業」と、市からの補助金を活用し、整備を行う。

進捗状況
・
現状

・未整備地域の整備について、本市内で
光回線が提供可能な民間通信事業者と
の協議を継続している。
・「平成31年度高度無線環境整備推進
事業」の活用について、平成31年3月に
市を通じて総務省に要望を行ったとこ
ろ、4月に総務省事業政策課から予算を
確保する旨の通知を受けた。

事業期間 令和元年度（1年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

148,000
2 1 9

-千円

総事業費 148,000千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

2

成果指標 光回線の普及率（％） 91 99 99

市民
高速なインターネット回線の
利用

活動指標
光回線開通に関する校区説明
会の実施（回）

0 2

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
148,000 148,000

事業費（A）
148,000 0 0 148,000

主な事業費内訳 補助金

従事職員数(人) 0.3 平均人件費

総コスト（A＋B） 150,610 0 0
総コスト
計

150,610

8,700

人件費（B） 2,610 0 0
人件費割合

(%)
1.7

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

県支出金 農業農村整備事業 福岡県農業農村整備事業補助金交付要綱 定額

総コスト（A＋B） 57,081 0 0
総コスト
計

57,081

8,700

人件費（B） 1,740 0 0
人件費割合

(%)
3.0

事業費内訳
（主なもの）

委託費

従事職員数(人) 0.2 平均人件費

事業費（A）
55,341 0 0 55,341

一般財源
0

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
55,341 55,341

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 231,014千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

30

成果指標 調査実施率（％） 80 100 100

農業生産者 ため池の安全性の確保

活動指標 耐震調査実施ため池（箇所） 24 30

事業期間 平成29年度～令和元年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

231,014
6 2 6

231,014千円

総事業費 231,014千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　近年の豪雨や大規模地震等により多くのため池が被災
し、大きな被害が生じていることを踏まえ、大規模地震に備
えた耐震調査と整備を実施する。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

　一斉点検の結果、整備の優先度が高いと評価されたため
池で、改修歴が古い、または現在までに堤体の改修歴がな
いことから、耐震性が不明なため池がある。
　このような状況の中、当該ため池の周辺は人家などが密
集しため池があり、地震により決壊した場合に多大な被害が
生じる恐れがある。
　このため、当該事業により、ため池の耐震調査を実施し、
地域の安全・安心の確保を図るものである。
耐震調査ため池　令和元年度　6箇所

進捗状況
・
現状

ため池一斉点検(県営)
　H25　167箇所　　H26  24箇所
　点検結果より詳細調査が必要な
　ため池　　56箇所
耐震調査
　H29年度　調査　7箇所実施
　H30年度　調査17箇所実施

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （４）治山・治水

施　策 　⑨防災対策を強化する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 ため池耐震調査業務 担当部課 産業振興部 農林水産課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

その他 コミュニティ助成事業 一般財団法人自治総合センター　コミュニティ助成事業実施要項 100%

総コスト（A＋B） 16,040 0 0
総コスト
計

16,040

8,700

人件費（B） 1,740 0 0
人件費割合

(%)
10.8

主な事業費内訳

従事職員数(人) 0.2 平均人件費

事業費（A）
14,300 0 0 14,300

一般財源（a）
0

0

その他
14,300 14,300

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

1

成果指標
地域住民の行事・催事
の参加者数（人）

延べ500 延べ750 延べ750

地域住民 地域住民の交流

活動指標 交流事業の開催（回） 1 1

事業期間 令和元年度（１年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

14,300
2 1 17

-千円

総事業費 14,300千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用し、行政
区の備品やコミュニティの拠点となる施設を整備することで
地域活動を活発にし、伝統継承や青少年・後継者育成をさ
らに進めることで、地域コミュニティの活性化につなげる。

事業主体 行政区

実施方法 補助

事業内容

●一般コミュニティ助成事業（事業実施主体：一貴山行政
区）エアコンの設置及びテーブル等の購入により、コミュニ
ティ活動の活性化を図る。
●コミュニティセンター助成事業（事業実施主体：岐志浜区
自治会）コミュニティセンターを新築することで、住民間の交
流活動や伝統文化の継承活動の継続を図る。

進捗状況
・
現状

　平成30年度に助成申請を行い、平
成31年3月末に助成が決定。

【過去3年間の経過】
・平成28年度　1件　2,500千円
・平成29年度　1件　2,300千円
・平成30年度　1件　2,400千円

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

施　策 　②地域主体のまちづくりのための体制を確立する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 コミュニティ助成事業 担当部課 企画部 地域振興課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （２）生涯学習機会の充実

施　策 　⑦スポーツ環境を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 運動公園等整備事業 担当部課 企画部 経営戦略課

事業目的

　運動機能、交流機能、防災機能等を備えた運動公園を整備し、都市機能
の充実及び生涯学習機会の充実を図ることで、多くの市民の満足度を向上
させる。
　また、防災拠点となる多目的体育館、広場、災害備蓄庫などの施設整備
を行うことで、市民の生命、財産を守る体制を強化する。

事業主体 糸島市

実施方法 その他

事業内容

≪導入機能・規模≫
　　　　・場所：雷山運動広場及びその周辺
　　　　・面積：約58,000㎡
　　　　・施設：多目的体育館（約7,200㎡）、広場、屋外運動
　　　　　　　　 施設、駐車場等
　　　　・機能：運動機能、交流機能、防災機能
≪整備手法・整備費用≫
　　　　・整備手法：設計、施工、運営管理を一括発注
　　　　　する「ＤＢＯ方式」
　　　　・整備費用：約50億円

進捗状況
・
現状

H29.3　「糸島市運動公園等整備計
画」の決定
Ｈ30年度　実施方針・要求水準書
（案）の決定、地質調査・事前測量、
不動産鑑定
令和元年度　用地取得、要求水準
書の決定、DBO事業者の選定・契約

事業期間 平成30年度 ～ 令和4年度（5年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

4,965,490
2 1 7

4,965,490千円

総事業費 4,965,490千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 4,965,490千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

100

成果指標 運動施設の利用者数（人） - - -

市民
運動機能、交流機能、防災
機能等を備えた運動公園
等を利用できる

活動指標
運動公園等整備事業の進捗率
（％）

1 3

財
源
内
訳

国庫支出金
20,000 253,152 273,152

県支出金
0

地方債
104,300 100,700 1,824,400 2,029,400

その他
0

一般財源（a）
25,925 11,283 203,074 240,282

事業費（A）
150,225 111,983 2,280,626 2,542,834

8,700

人件費（B） 26,100 26,100 26,100
人件費割合

(%)
3.0

主な事業費内訳

事業者公募業務支援委
託費
用地取得費
委員会報償費

設計業務委託費
工事監理業務委託費
建設費

従事職員数(人) 3 3 3平均人件費

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 学校施設環境改善交付金 学校施設環境改善交付金交付要綱 33％

総コスト（A＋B） 176,325 138,083 2,306,726
総コスト
計

2,621,134

地方債 合併推進債 合併特例事業推進要綱 （充当率　90%） 40%

国庫支出金 社会資本整備総合交付金 社会資本整備総合交付金交付要綱（用地購入費） 33%

国庫支出金 社会資本整備総合交付金 社会資本整備総合交付金交付要綱（施設整備） 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （２）生涯学習機会の充実

施　策 　⑦スポーツ環境を整備する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 体育施設改修整備事業 担当部課 教育部 生涯学習課

事業目的

　体育施設の改修を行い、施設の安全性及び利便性を高
め、利用者の増進を促すなどスポーツ振興を図る。 事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

体育施設の危険箇所等の改修を計画的に行う。
【令和元年度】
　・志摩体育館アリーナ改修　・曽根野球場防球ネット設置（三塁側）
　・芥屋野球場改修工事（防球ネット設置（一塁側）、トイレ設置、
　　グラウンド改良）
【令和２年度】
　・曽根野球場トイレ下水化工事
【令和３年度】
　・トイレ一部洋式化

進捗状況
・
現状

[平成29年度]
　・曽根野球場防球ネット設置（一塁側）
　・深江テニスコートコート面改修
[平成30年度]
　・志摩体育館天井改修工事
　・芥屋野球場防球ネット設置工事
　　（三塁側）

事業期間 平成29年度 ～ 令和３年度（5年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

134,278
10 5 2

134,278千円

総事業費 134,278千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 134,278千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

7

成果指標 体育施設利用者数（人） 136,324 174,043 180,000

体育施設利用者
安全に体育施設を利用したい
快適に体育施設を利用したい

活動指標 改修した体育施設数（施設） 0 2

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
51,326 5,000 1,800 58,126

事業費（A）
51,326 5,000 1,800 58,126

主な事業費内訳
工事請負費
設計監理費

工事請負費 工事請負費

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2平均人件費

総コスト（A＋B） 53,066 6,740 3,540
総コスト
計

63,346

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740
人件費割合

(%)
8.2

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　②効果的で効率的な行財政運営を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 RPA導入推進事業 担当部課 企画部 経営戦略課

事業目的

　市役所内の定型業務の自動化を図ることで、職員の作業
時間を削減し、長時間勤務を抑制しつつ、効果的な政策立
案や細やかな市民対応を行う時間を増加させる。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事業内容

　高い効果が見込まれる業務に対し、RPAを導入する。
　導入にあたっては、業者の支援で、必要に応じた業務プ
ロセスの見直しを行うことで、業務の最適化を図る。
　合わせて、OCRを活用することで、紙のアナログデータを
デジタルデータに変換するなどし、可能な限り、処理時間の
削減を図る。
　令和元年度は、５業務に導入する。

進捗状況
・
現状

　RPA未導入。
　各種定型入力業務は、正規職員、
嘱託職員、臨時職員、委託業者など
が、手入力している。

事業期間 令和元年度（１年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

13,308
2 1 7

-千円

総事業費 13,308千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

5

成果指標
導入による定型業務の削減時
間（時間）

0 2,000 2,000

市職員 定型業務の業務量の削減

活動指標
RPA導入業務数
（業務）

0 5

財
源
内
訳

国庫支出金
0

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
2,363 2,363

13,308 13,308

事業費（A）
13,308 0 0 13,308

主な事業費内訳
委託料
ライセンス利用料

従事職員数(人) 0.6 平均人件費

総コスト（A＋B） 18,528 0 0
総コスト
計

18,528

8,700

人件費（B） 5,220 0 0
人件費割合

(%)
28.2

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑦商工業の経営基盤を強化する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 プレミアム付商品券事業 担当部課 産業振興部 商工観光課

事業目的

　消費税率の10％への引上げが低所得者・子育て世帯（0
〜2歳児）の消費に与える影響を緩和するとともに、地域に
おける消費を喚起・下支えすることを目的に、プレミアム付
商品券を販売する。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

・購入対象者
①2019年度住民税非課税者※課税者と生計同一等を除く。
②3歳未満の子が属する世帯の世帯主（2016.4.2～2019.9.30まで
に生まれた子）
・商品券の使用可能額
①上記①該当者使用可能額2.5万円（購入額2万円）
②上記②該当者使用可能額2.5万円（購入額2万円）×同一世帯
の子どもの数

進捗状況
・
現状

・国の制度を基本に、市の裁量の範
囲内でできるだけ効果的・効率的な
事業となるよう、関係課、商工会と協
議を進めている。
・購入対象総数　27,572件を想定
・販売期間10～2月、使用期間10～3
月予定

事業期間 令和元年度（１年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

220,613
7 1 2

-千円

総事業費 220,613千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

発行

成果指標 購入割合（％） 0 100 100

市民・事業者
対象者への経済的支援
及び消費喚起

活動指標 プレミアム付商品券の発行 未発行 発行

財
源
内
訳

国庫支出金
220,613 220,613

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
0

事業費（A）
220,613 0 0 220,613

主な事業費内訳
賃金、需用費、役務
費、委託料

従事職員数(人) 0.8 平均人件費

総コスト（A＋B） 227,573 0 0
総コスト
計

227,573

8,700

人件費（B） 6,960 0 0
人件費割合

(%)
3.1

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 プレミアム付商品券事務費補助金等 定額
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その他 

地方創生推進交付金新規計画掲載事業 

【全23事業】 

 

 

 

11



【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （１）子育て支援の充実

施　策 　①子どもを安心して産み育てられる環境の充実を図る

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事業名 糸島市子育て世代応援サイト“いとネット”運営事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的
　子育て世代をターゲットとしたサービス提供及び定住情
報の発信を行うことで、本市への定住を促進する。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

　市内外の子育て世代を会員登録し、協賛企業と結ぶことで、会
員が協賛店から特別サービスを受けられる子育て世代応援サイト
“いとネット”を運営。子育て世代へのピンポイントな情報発信によ
り、本市への定住促進に繋げる。
　平成29年度から、情報発信業務の一部を民間に委託しており、
令和元年度にはPRイベントも委託する。

進捗状況
・
現状

　平成27年9月にサイトを開設。平成30
年4月1日現在、会員6,326人（うち糸島
市民4,033人、それ以外2,293人）、協賛
店241店舗、2週間に一度メルマガを送
信。
　平成30年度はPRイベントを通じて会員
数の拡大に努めている。

事業期間 令和元年度 （１年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

14,394
2 1 7

11,302千円

総事業費 14,394千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 11,302千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

6,550

成果指標 人口の社会増減（人） 857 900 900

糸島市内及び市
外の子育て世代

子育て世代に限定した
サービスや定住情報の収
集

活動指標 サイト登録者数（人） 6,326 6,550

財
源
内
訳

国庫支出金
1,546 1,546

県支出金
0

地方債
0

その他
1,546 1,546

一般財源（a）
0

事業費（A）
3,092 0 0 3,092

主な事業費内訳

情報発信等業務委託料
1,500千円
印刷製本費：660千円
HP保守管理費：650千円

従事職員数(人) 0.2 平均人件費

総コスト（A＋B） 4,832 0 0
総コスト
計

4,832

8,700

人件費（B） 1,740 0 0
人件費割合

(%)
36.0

その他 糸島市ふるさと応援基金 糸島市ふるさと応援寄附条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　⑦異校種間の連携と、学校・家庭・地域の連携を推進する

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事業名 E－フェスいとしま開催事業 担当部課 教育部 学校教育課

事業目的

「いとしま学」を基軸として、市内小中学校、高校、教育委
員会各課の連携のもと、生涯にわたって行う本市の特色あ
る教育活動の価値をPRする。

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

　教育力を発信するイベントの実施
・糸島の特色ある教育の紹介
・糸島高校講座（糸島志学等）
・糸島農業高校講座（タペストリー作成、季節の料理等）
等、糸島市一体となり、イベントを通して情報発信を行う。

進捗状況
・
現状

現在、市では特色ある教育を推進し、市民等
に大きな関心が寄せられる分野である。
　しかし、保護者は校舎の新しさ、進学先や
進学率で学校間の優位性を見出そうとする傾
向にある。
　これまで、糸島市が持つ教育力を関係機関
等と一体で訴求したことがなく、今後はその方
面にも力を入れる必要がある。

事業期間 平成30年度 ～ 令和2年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

3,000
10 1 2

3,000千円

総事業費 3,000千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 3,000千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

3

成果指標 メディア露出数（件） － 3 5

糸島市民
糸島市の教育力に関する
認知が拡大する

活動指標
３年間の開催地区（累計）（地
区）

－ 1

財
源
内
訳

国庫支出金
500 500

県支出金
0

地方債
0

その他
500 500

一般財源（a）
1,000 1,000

事業費（A）
1,000 1,000 0 2,000

主な事業費内訳 報償費、会場借上料 報償費、会場借上料

従事職員数(人) 0.1 0.1 平均人件費

総コスト（A＋B） 1,870 1,870 0
総コスト
計

3,740

8,700

人件費（B） 870 870 0
人件費割合

(%)
46.5

その他 糸島市ふるさと応援基金 糸島市ふるさと応援寄附条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標２　子どもが健やかに育つまちづくり

政　策 （２）学校教育の充実

施　策 　⑧快適で安全・安心な学校教育環境の充実を図る

重点プロジェクト 　子育て支援プロジェクト

事業名 学校の魅力PR事業 担当部課 教育部 学校教育課

事業目的

　市内小中学校の特色ある教育の取組を、行政目線では
なく保護者目線で発信することで、市内外の子育て世代に
学校の魅力や情報を広め、学校の教育方針や市の教育施
策等への関心を高める。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

・子育て世代であるママライターに委託し、初年度に二丈
地区、志摩地区の小中学校を対象に、学期ごとの行事や
取組等について記事を作成する。次年度には前原地区の
小中学校を取材する。
・作成した記事は、教育環境に関心を持つ子育て世代の
目に触れやすいよう、市ホームページ（フェイスブック含
む）、定住促進サイト、いとネット、広報いとしま等に掲載す
る。

進捗状況
・
現状

　各学校のホームページにも学校行
事等の情報は掲載されているが、更
新担当者の校務の多忙さと発信力
の弱さから充実しているとは言い難
い状況。

事業期間 平成３０年度 ～ 令和元年度（２年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

1,380
10 1 2

1,380千円

総事業費 1,380千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 1,380千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

23

成果指標
ホームページでの掲載記事の
閲覧件数（件）

0 11,000 11,000

転居を検討してい
る子育て世代の
保護者

各学校の特色ある教育の
取組が紹介されている。

活動指標 取材校数（校） 0 23

財
源
内
訳

国庫支出金
450 450

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
450 450

事業費（A）
900 900

主な事業費内訳 委託料（記事作成）

従事職員数(人) 0.01 平均人件費

総コスト（A＋B） 987 0 0
総コスト
計

987

8,700

人件費（B） 87 0 0
人件費割合

(%)
8.8

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

施　策 　①良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事業名 移住促進情報発信事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　首都圏や福岡西部の子育て世代に対して、本市の身近
な自然、新鮮で豊富な食材、住まいや仕事、便利なアクセ
スなど、暮らしに関する情報を効果的・積極的に発信するこ
とにより移住・定住を促進する。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

・定住促進ガイドブック・ポスターを作成し、ハウスメー
カー、宅建業協会、企業、市内宿泊施設等に配布する。
・定住促進ウェブサイト「糸島生活」による情報発信を行う。
・首都圏、福岡市、本市における移住イベントでのＰＲを行
う。
・移住イベントと併せたウェブ広告やメディアへの記事掲載
を行う。

進捗状況
・
現状

・人口移動は、転入、転出ともに福岡西
部（西区・早良区）が多い状況である。ま
た、首都圏から福岡地域に、毎年15,000
人の転勤者がいる。
・福岡西部、首都圏に向けた情報発信
を行い、移住促進に取り組む必要ある。

事業期間 令和元年度 ～ 令和3年度（３年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

13,608
2 1 7

-千円

総事業費 13,608千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

25,000

成果指標 年間社会増減数（人） 857 900 1,000

本市への
移住希望者

本市の移住・定住情報を得
ることができる

活動指標
定住促進サイト月平均ＰＶ数
（回）

20,000 22,000

財
源
内
訳

国庫支出金
1,942 1,942

県支出金
0

地方債
0

その他
2,594 2,594

一般財源（a）
4,536 4,536 9,072

事業費（A）
4,536 4,536 4,536 13,608

主な事業費内訳
・印刷製本費
・広告掲載手数料
・サイト保守

・印刷製本費
・広告掲載手数料
・サイト保守

・印刷製本費
・広告掲載手数料
・サイト保守

従事職員数(人) 0.4 0.4 0.4平均人件費

総コスト（A＋B） 8,016 8,016 8,016
総コスト
計

24,048

8,700

人件費（B） 3,480 3,480 3,480
人件費割合

(%)
43.4

その他 糸島市定住・ブランド基金 糸島市定住・ブランド基金条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

政　策 （１）都市機能の充実

施　策 　①良好な住環境を創出する

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事業名 定住コーディネート事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　転入希望者からの相談に対して、本市の概要や生活密着情報
の説明等を行うとともに、定住の受け皿として空き家の掘り起しと
利活用の促進を行うことにより、人口減少地域の定住、コミュニ
ティの維持を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

　転入希望者に対し、定住支援嘱託員による転入相談や
地域コーディネーターによる生活密着情報（買い物、交
通、自治会など）の説明、地域案内を行う。
　相談後、物件情報の送付など個別の要望に応えるととも
に、転入後に地域コーディネーターなどによる助言や顔つ
なぎ等を行う。

進捗状況
・
現状

・定住支援嘱託員及び人口減少地域10
校区に地域コーディネーターを設置し、
転入相談、転入希望者に対する生活密
着情報の提供等を行っている。
・転入希望者の人口減少地域への居住
ニーズはあるが、求められる物件が少な
い状況となっている。

事業期間 平成30年度 ～ 令和2年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

20,962
2 1 7

21,144千円

総事業費 20,962千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 21,144千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

240

成果指標 相談数のうち転入組数（組） 23 30 50

転入希望者 希望地域の情報

活動指標
地域コーディネーターへの案
内（組）

41 50

財
源
内
訳

国庫支出金
3,479 3,479

県支出金
0

地方債
0

その他
3,478 3,478

一般財源（a）
6,957 6,957

事業費（A）
6,957 6,957 0 13,914

主な事業費内訳
報酬
費用弁償

報酬
費用弁償

従事職員数(人) 0.3 0.3 平均人件費

総コスト（A＋B） 9,567 9,567 0
総コスト
計

19,134

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 0
人件費割合

(%)
27.3

その他 糸島市定住・ブランド基金 糸島市定住・ブランド基金条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

施　策 　①広報広聴を強化し、まちづくりへの市民参加を促進する

重点プロジェクト 　校区まちづくり推進プロジェクト

事業名 市民提案型まちづくり事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　NPOやボランティアの持つ専門性、迅速性を生かして地
域の課題解決を図る。 事業主体 糸島市

実施方法 補助

事業内容

　市内で活動する団体が独自の発想を持って提案する事業で、
協働のまちづくりと団体の育成、充実につながるものについて補
助するもの。
≪補助対象者≫
　・営利活動、政治活動または宗教活動を目的とせず、市内に事
務所を有し活動するもの
≪補助金の額≫
  ・１事業50万円を上限に、予算の範囲内で団体に補助

進捗状況
・
現状

書類審査、内容審査を経て交付を決
定。

【事業実績】　※過去３年間
Ｈ28　提案　7　　実施　　5
Ｈ29　提案　6　　実施　　5
Ｈ30　提案　8　　実施　　6

事業期間 平成30年度 ～ 令和2年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

9,327
2 1 7

9,327千円

総事業費 9,327千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 9,327千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

131

成果指標
市と市内で活動している市民団体
で実施した協働事業数（事業）

83 88 93

糸島市で活動す
るＮＰＯ・ボラン
ティア等の市民

ＮＰＯ・ボランティア団体等
のスキルアップ・充実

活動指標
市民提案を実施した団体数（団
体）

121 126

財
源
内
訳

国庫支出金
1,255 1,255

県支出金
0

地方債
0

その他
1,254 1,254

一般財源（a）
2,509 2,509

事業費（A）
2,509 2,509 5,018

主な事業費内訳 補助金、審査委員謝礼 補助金、審査委員謝礼

従事職員数(人) 0.2 0.2 平均人件費

総コスト（A＋B） 4,249 4,249 0
総コスト
計

8,498

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 0
人件費割合

(%)
41.0

その他 糸島市ふるさと応援基金 糸島市ふるさと応援寄附条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

施　策 　②地域主体のまちづくりのための体制を確立する

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 広域連携プロジェクト事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的
福岡県が設定する広域地域振興圏の一つである糸島地域
において、県と市が協働して広域連携プロジェクトを策定・
推進し、糸島地域の振興に寄与することを目的とする。

事業主体 糸島地域広域連携プロジェクト推進会議

実施方法 負担金

事業内容

●糸島の未来の人材を創る「いとしま学」プロジェクト
　・糸島を学ぶ「いとしま学チャレンジ教室」
　・「いとしま学」講座
　・「いとしま学」副読本改訂検討会

●糸島地域農業振興プロジェクト
　・糸島農業高校との連携事業（生徒とともに学ぶ「糸農講座」）
　・中村学園大学との連携事業

進捗状況
・
現状

H27～H29の３ヵ年で以下の事業を実施
・九大生による学習応援「九大寺子屋」
・糸島市民が誰もが誇れる「いとしま学」
・未来の糸島を創る「未来のいとしま学」
・糸島魅力をいかした「観光づくり」
・生徒とともに学ぶ「糸農講座」

事業期間 平成27年度 ～令和2年度（ 6年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

15,138
2 1 7

15,138千円

総事業費 30,276千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 30,276千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

3

成果指標 実施事業数（件） 5 6 6

市民
糸島市が持つ魅力の広域
的な発信

活動指標 プロジェクト数（回） 2 3

財
源
内
訳

国庫支出金
2,523 2,523

県支出金
(5,046) (5,046) 0 (10,092)

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
2,523 5,046 0 7,569

事業費（A）
(5,046) (5,046)
5,046 5,046 0 10,092

主な事業費内訳 負担金 負担金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0平均人件費

総コスト（A＋B） 5,916 5,916 0
総コスト
計

11,832

8,700

人件費（B） 870 870 0
人件費割合

(%)
14.7

県支出金 糸島地域広域連携プロジェクト推進会議負担金 糸島地域広域連携プロジェクト推進会議規約 50%

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （１）協働のまちづくりの推進

施　策 　③いとしま共創プラン（小学校区を核とした地域主体のまちづくり）を推進する

重点プロジェクト 　校区まちづくり推進プロジェクト

事業名 校区まちづくり推進事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　地域にある課題の解決や地域資源を活用したまちづくり
を行うため、小学校区を単位とする地域コミュニティの振興
を図るために実施するもの。

事業主体 小学校校区等

実施方法 補助

事業内容

長期総合計画の重点プロジェクトである校区まちづくり事業を推
進するために、各校区で計画した事業で、事業の継続性・発展性
があるもの、校区の課題解決につながるもの、魅力ある資源や人
材を活用するものについて人的・財政的支援を行う。
➣15校区への財政的支援
　・校区まちづくり推進事業補助金
　・補助金の限度額：校区の人口数に応じて100万円～120万円
　・補助率：100％（ただし、備品購入費については90％とし、補助
金の限度額の2分の１を超えない額とする。）

進捗状況
・
現状

・H22～校区まちづくり事業開始
・校区計画策定、施設整備、実践活動を
　実施
・Ｈ26～校区単位の実践活動へ改正
・Ｈ26～Ｈ29は225事業 59,603千円を
　交付
・H30は、各校区上限100万円補助を
　実施（１年間の暫定措置）
・H30に共創プラン（校区まちづくり計画）
の検証と改訂を実施

事業期間 令和元年度 ～ 令和3年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

48,900
2 1 7

15,300千円

総事業費 48,900千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 15,300千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

45

成果指標 地域の行事へ参加している割合（％） 0 29.8 50

市民 地域コミュニティの強化

活動指標 地域団体等が行う実施事業数（事業） 0 15

財
源
内
訳

国庫支出金
8,150 8,150

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
8,150 16,300 16300 40,750

事業費（A）
16,300 16,300 16300 48,900

主な事業費内訳 補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.3 0.3 0.3平均人件費

総コスト（A＋B） 18,910 18,910 18,910
総コスト
計

56,730

8,700

人件費（B） 2,610 2,610 2,610
人件費割合

(%)
13.8

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （４）男女共同参画の推進

施　策 　⑨あらゆる分野において男女共同参画を実現するための取組を推進する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 女性が輝くミライ事業 担当部課 人権福祉部 人権・男女共同参画推進課

事業目的

これからの糸島を担う若年者を中心に、男女共同参画社会の推進に
必要なジェンダーの視点を啓発し、社会人として自立して「生きる力」
を育成するとともに、働きたいと思う女性の就業を支援する。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

【若年者向け啓発冊子配布事業】
　若年者向けの啓発冊子を作成し、市内小・中学校に配布。
【職場体験交流会事業】
　市内企業で働く「先輩たち」との交流を通し、糸島で「働く」ことの意味を考える機会
を提供。
【キャリア教育出前講座事業】
　市内小学校や中学校、高校等に出向き、ジェンダーの視点から、楽しく学ぶ機会
を提供。
【ミライ会議事業】
　ジェンダーの視点を踏まえたうえで、今後の「生き方」や「生きる力」について、自分
たちで考え、議論する場を創出。
【女性の再就職支援事業】
　資格取得講座を開催（委託）し、再就職や就業継続に向け希望する女性を支援。

進捗状況
・
現状

●平成29年度から事業開始。
　平成29年度実績
【若年者向け啓発冊子配布事業】
　市内中学校全てに配布済
　配布冊数：1,015冊
【キャリア教育出前講座事業】
　開催回数：10回
　受講人数：962人
　※生徒及び教員向けに実施
【女性の再就職支援事業】
　商工観光課と連携して、就職面談会に向けた支援講座を９
月、11月に開催。　参加者：315人
　就職者数15人、起業者数3人

事業期間 平成29年度 ～ 令和元年度（３年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

4,694
2 1 11

5,265千円

総事業費 4,694千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 5,265千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

3,000

成果指標
「これからの人生を考えるのに役に立った」（％）※受
講後、アンケートを実施 46.8 98.0 98.0

市民
（子ども）

市民の意識向上
活動指標 キャリア教育受講者（人） 962 3,000

財
源
内
訳

国庫支出金
863 863

県支出金
0

地方債
0

その他
160 160

一般財源（a）
863 863

事業費（A）
1,886 0 0 1,886

主な事業費内訳 補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.8 平均人件費

総コスト（A＋B） 8,846 0 0
総コスト
計

8,846

8,700

人件費（B） 6,960 0 0
人件費割合

(%)
78.7

その他 参加者負担金 @8,000円×20人＝160,000円 定額

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （４）男女共同参画の推進

施　策 　⑨あらゆる分野において男女共同参画を実現するための取組を推進する

重点プロジェクト 　校区まちづくり推進プロジェクト

事業名 自治会の男女共同参画促進事業 担当部課 人権福祉部 人権・男女共同参画推進課

事業目的
　積極的改善措置として、校区・行政区自治会役員の「女
性登用」を応援すること。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

　男女共同参画社会基本法制定20周年を契機に、市独自の新た
な啓発事業を展開する。
①行政区の女性登用調査の結果を踏まえた「自治会の男女共同
参画啓発冊子」を作成。
②校区単位の男女共同参画講演会を開催。啓発冊子配付。
③各校区・行政区の規約等に男女共同参画（役員の女性登用）
の推進規定を設けることを個別に支援する。

進捗状況
・
現状

平成30年度に、行政区長に対し、行政
区の女性登用調査を実施。
なお、
平成21年の女性行政区長は３人。
平成26年の女性行政区長は５人。
平成30年の女性行政区長は４人。

事業期間 令和元年度 ～令和３年度（３年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

2,572
2 1 11

-千円

総事業費 2,572千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

5,000

成果指標 規約等の改正自治会数（箇所） 0 3 10

校区・行政区等
の
自治会

①男女の役割分担意識の
排除②まちづくりに対する
女性の意思の反映

活動指標 啓発冊子の配布数（冊） 0 1,000

財
源
内
訳

国庫支出金
672 672

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
672 564 564 1,800

事業費（A）
1,344 564 564 2,472

主な事業費内訳
報償費、委託料、需
用費、旅費、役務費

報償費、委託料、需
用費、旅費、役務費

報償費、委託料、需
用費、旅費、役務費

従事職員数(人) 1.2 0.8 0.8平均人件費

総コスト（A＋B） 11,784 7,524 7,524
総コスト
計

26,832

8,700

人件費（B） 10,440 6,960 6,960
人件費割合

(%)
90.8

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標５　みんなの力で進める協働のまちづくり

政　策 （６）九州大学との交流の推進

施　策 　⑫大学生、留学生、研究者への情報提供、生活環境整備、交流促進を図る

重点プロジェクト 　九州大学を生かした地域づくりプロジェクト

事業名 九大寺子屋事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　九大生が自らの研究内容を分かりやすく児童に教えることで、
児童の学習意欲のを向上を図ること。
（副次的：児童の将来の夢の創造、九大生への憧れの喚起、郷
土愛の醸成により、子育て世代の移住促進）

事業主体 糸島市

実施方法 直営

事業内容

○九大生が市内小学校に出向き、自らが学ぶ研究内容を分かりやすく児
童に教える。
○市内小学校で実施（5年生対象、原則土曜授業）。令和元年度は１３校
での実施を予定。
○九大生に謝礼と交通費を合わせた諸謝礼を支給。授業に必要な消耗
品（実験グッズ等）も支給する。
○九大生は、寺子屋本番のみならず、事前準備、事後反省会を重ね、よ
り良い授業づくりを心掛ける。

進捗状況
・
現状

○H27：1校（計10コマ）、H28：2校（計18コ
マ）、H29：5校（計30コマ）で実施（糸島地域
広域連携プロジェクト推進会議主催）。H30は
市主催で8校（33コマ）実施。
○児童、保護者、学校から一定の評価あり。
○質の高い九大生の確保と継続性、全市的
な広がり、市職員の事務負担（マンパワー不
足）が課題。

事業期間 平成30年度 ～ 令和2年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

5,612
2 1 7

4,800千円

総事業費 5,612千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 4,800千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

16

成果指標
勉強をして、おもしろい、とても楽し
いと思う児童の割合（%）

86 88 90

市内の児童 学習意欲の向上

活動指標
九大寺子屋の実施校
（累計:校）

8 13

財
源
内
訳

国庫支出金
1,001 1,001

県支出金
0

地方債
0

その他
1,005 1,005

一般財源（a）
2,006 2,006

事業費（A）
2,006 2,006 0 4,012

主な事業費内訳
➢報償費
➢消耗品費
➢賃金

➢報償費
➢消耗品費
➢賃金

従事職員数(人) 0.75 0.75 平均人件費

総コスト（A＋B） 8,531 8,531 0
総コスト
計

17,062

8,700

人件費（B） 6,525 6,525 0
人件費割合

(%)
76.5

その他 ふるさと応援基金 ふるさと応援寄附条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

その他 糸島市ふるさと応援基金 糸島市ふるさと応援寄附条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 9,495 9,495 9,495
総コスト
計

28,485

8,700

人件費（B） 3,480 3,480 3,480
人件費割合

(%)
36.7

主な事業費内訳
➢委託料
➢旅費

➢委託料
➢旅費

➢委託料
➢旅費

従事職員数(人) 0.4 0.4 0.4平均人件費

事業費（A）
6,015 6,015 6,015 18,045

一般財源（a）
6,015 6,015 12,030

0

その他
3,015 3,015

財
源
内
訳

国庫支出金
3,000 3,000

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 18,045千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

26

成果指標
課題解決・事業化・実用化した
延べ事業数（件）

7 9 11

市（直接的）・市民
（間接的）

行政課題の解決とそれによ
る市の発展

活動指標
共同研究を行った延べ事業数
（件）

15 18

事業期間 令和元年度 ～ 令和３年度（3 年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

18,045
2 1 7

18,045千円

総事業費 18,045千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　九州大学と市が連携し、共同研究を行うことで、課題解
決、地域活性化、効率的かつ効果的な行政経営、九州大
学学術研究都市の構築につなげる。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事業内容

○行政課題解決のために九州大学と組織対応型連携契
約を締結し、九州大学に委託して共同研究を行う。
○組織対応型連携事業の場合、九州大学学術研究・産学
官連携本部が市と研究者との間に入り、個別事業のマネジ
メントや評価、知的財産の取り扱い等を行う。

進捗状況
・
現状

○平成25年度から実施（平成26年度か
ら親・契約書を締結して実施）。平成29
年度まででのべ15件の共同研究を実
施。
○九州大学に対し、管理費として事業
費の20%を拠出する必要がある。
○契約に基づき実施するため、成果が
求められるとともに、複数年度にわたる
共同研究も可能。

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　②効果的で効率的な行財政運営を行う

重点プロジェクト 　九州大学を生かした地域づくりプロジェクト

事業名 組織対応型連携事業 担当部課 企画部 地域振興課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

その他 糸島市ふるさと応援基金 糸島市ふるさと応援寄附条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 6,740 6,740 6,740
総コスト
計

20,220

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740
人件費割合

(%)
25.8

主な事業費内訳 ➢委託料 ➢委託料 ➢委託料

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2平均人件費

事業費（A）
5,000 5,000 5000 15,000

一般財源（a）
5,000 5000 10,000

0

その他
2,500 2,500

財
源
内
訳

国庫支出金
2,500 2,500

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

72

成果指標
実用化・事業化につながった
延べ研究数（件）

18 21 28

市
行政課題の解決、行政運
営の円滑化

活動指標 委託する延べ研究数（件） 53 62

事業期間 令和元年度 ～ 令和３年度（3 年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

15,000
2 1 7

-千円

総事業費 15,000千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

本市と連携協定を締結している九州大学、中村学園大学・
中村学園大学短期大学部、西南学院大学、福岡医療専門
学校の持つ知的資源を活用し、本市の地域課題・行政課
題の解決及び地域資源の掘り起しを行う。

事業主体 糸島市

実施方法 一部委託

事業内容

○市民に対し、解決したい課題のテーマを募集する。
○そこで提出された課題も含めて各課が解決したい課題を
研究仕様書としてまとめ、各大学に提示する。
○選定委員会が応募があった研究者からのプレゼンを受
けて研究の委託先を決定し、研究を行う。
○年度明けに市民向け「成果報告会」も開催。

進捗状況
・
現状

・平成29年5月　中村学園大学・中
村学園大学短期大学部と連携協定
締結
・平成30年5月　福岡医療専門学校
と連携協定締結
・平成30年5月　西南学院大学と連
携協定締結
・協定締結大学と連携した研究機会
が求められている。

基本目標６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

政　策 （１）行財政改革の推進

施　策 　②効果的で効率的な行財政運営を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 協定締結大学等連携事業 担当部課 企画部 地域振興課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③農業における地産地消、市場開拓、ブランド化を推進する

重点プロジェクト 　リストから選択

事業名 キッズファーム事業 担当部課 産業振興部 農業振興課

事業目的

　本市において、子どもたちを主たる対象とする農業体験等を通して、
①子どもたちの食の重要性に対する理解の深化、地域特有の食文化の継承、農業
を起点とする多世代交流の促進など
②本市への訪問客の増加及び滞在時間の延長による地域経済の活性化
を図る事業者に対し補助を行うことにより、①②を促進させることを目的とする。

事業主体 農業体験事業者

実施方法 補助

事業内容

　糸島市内で、上記事業目的に沿った農業体験を実施しようとする事業者を公募
し、事業費の一部を補助する（ソフト事業）。
　また、事業に必要な施設及び備品等の整備費用の一部を補助する（ハード事
業）。
【ソフト事業】
対象事業費；事業者が実施する事業費－参加費収入
補助率；①1年目⇒10/10②2年目⇒3/4③3年目⇒1/2（上限各年度500千円）
【ハード事業】
対象事業費；施設及び物品等の整備費用
補助率；対象事業費の3/4（上限　3年間合計で4,492千円）
【事務費】
審査会委員報償費；8千円（＠2千円*4人*1回）

進捗状況
・
現状

子どもたちを対象とする農業体験を実施
している事業者（観光事業
者、地域団体等）はあるが、採算性
が悪いため催行回数が少ない。
・確認できた実施団体等　４団体
　年間開催数合計　　　　　２４回
　採算性（平均）　　▲約２００万円

事業期間 令和元年度 ～ 令和3年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

12,000
6 2 3

-千円

総事業費 12,000千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

50

成果指標 参加人数（人） 434 520 600

市民
子どもたちが農業を体験す
る機会の増大

活動指標 催行回数（回） 24 40

財
源
内
訳

国庫支出金
3,000 3,000

県支出金
0

地方債
0

その他
0

一般財源（a）
3,000 4,000 2,000 9,000

事業費（A）
6,000 4,000 2,000 12,000

主な事業費内訳 補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.2 0.2 0.2平均人件費

総コスト（A＋B） 7,740 5,740 3,740
総コスト
計

17,220

8,700

人件費（B） 1,740 1,740 1,740
人件費割合

(%)
30.3

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50%
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 2,892 2,496 0
総コスト
計

5,388

8,700

人件費（B） 1,392 696 0
人件費割合

(%)
38.8

主な事業費内訳 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.16 0.08 平均人件費

事業費（A）
1,500 1,800 0 3,300

一般財源（a）
750 1,800 2,550

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
750 750

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 5,700千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

26

成果指標
補助実施の翌年に、前年より販
売額が増加した直売所（箇所）

0 8 26

直売所 販売額及び機能の向上

活動指標 補助した産直施設数（箇所） 0 8

事業期間 平成30年度 ～ 令和2年度（３年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

5,700
6 2 3

5,700千円

総事業費 5,700千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　糸島産農林水産物の情報発信・販売拠点である直売所
の機能向上と活性化を図る。併せて、直売所ネットワークの
構築を図り、連携事業を推進していくことで、上記をさらに
強化させる。

事業主体 糸島市

実施方法 補助

事業内容

①施設活性化事業
　集荷や施設等食材納入用の車両・保冷庫購入費用
　施設の設置・改修、看板設置、ＨＰ開設等の費用など
②イベント開催
　イベント等の実施に伴う費用（複数直売所が連携可）
③直売所ネットワーク事業
　研修会の実施

進捗状況
・
現状

　農家アンケート等によると、市内農産
物の1/3が直売所で売られ、農家の販売
収入の1/3を直売所が担っている。
　一方、農業者の高齢化等で直売所へ
の出荷者が減少し、およそ半数以上の
直売所で、集荷量・集荷品目の減少が
起こっている。

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （１）農林水産業の振興

施　策 　③農業における地産地消、市場開拓、ブランド化を推進する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 直売所活性化事業 担当部課 産業振興部 農業振興課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 15,220 15,220 15,220
総コスト
計

45,660

8,700

人件費（B） 5,220 5,220 5,220
人件費割合

(%)
34.3

主な事業費内訳 補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.6 0.6 0.6平均人件費

事業費（A）
10,000 10,000 10000 30,000

一般財源（a）
5,000 10,000 10,000 25,000

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
5,000 5,000

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 24,000千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

37

成果指標
経営革新計画承認事業者件数
（件／年）

23 25 25

中小企業者
事業革新による経営力向
上

活動指標 補助事業件数（件／年） 32 34

事業期間 令和元年度 ～ 令和3年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

30,000
7 1 2

24,000千円

総事業費 30,000千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　経営革新へのチャレンジ意欲がある中小企業者に補助
することで、経営力向上を図るとともに、市内農林水産物の
活用促進による市内経済の好循環を図る。

事業主体 商工業者

実施方法 補助

事業内容

・事業区分　新商品開発・新サービス提供
・経営革新計画の有無で、補助率や補助限度額に差をつ
け、経営革新計画承認事業者数を増やす。
・農商工連携枠を追加設定。上限額を1.5倍に引上げ（引
上げ分はソフト事業に用途制限）
※有⇒補助率2/3、40万限度額（農商工枠：60万）
　 無⇒補助率1/3、10万限度額（農商工枠：15万）

進捗状況
・
現状

●平成29年度実績
がんばる申請件数：30件
※経営革新有：19件、無：11件
　交付額：7,639千円
※経営革新計画承認件数：23件
農商工連携事業：2件
　交付額：1,202千円

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑦商工業の経営基盤を強化する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 経営革新事業者補助事業 担当部課 産業振興部 商工観光課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 9,107 9,107 9,107
総コスト
計

27,321

8,700

人件費（B） 870 870 870
人件費割合

(%)
9.6

主な事業費内訳 補助金 補助金 補助金

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1平均人件費

事業費（A）
8,237 8,237 8,237 24,711

一般財源（a）
5,972 8,237 8,237 22,446

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
2,265 2,265

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 25,214千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

120

成果指標 新規開業者数（件／年） 49 55 60

開業希望の
市民
開業後間もない
事業者

新規開業の成功

活動指標 相談件数（件／年） 102 110

事業期間 令和元年度 ～ 令和3年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

24,711
7 1 2

21,215千円

総事業費 28,710千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　新規に市内で起業を希望する者に様々なサポートを行
い、開業に結びつけ、新たな活力を地域に呼び込む。 事業主体 商工業者

実施方法 補助

事業内容

商工会、金融機関、専門家と連携し、次の事業を展開
・創業塾の開催（体験談や説明会の開催）
・ワンストップ窓口設置（専門家相談会の開催）
・店舗改修サポート（業者紹介・改修費補助）
・開業手続サポート
・新規創業資金融資補助（利子補給）
・経営支援（開業後もサポート）

進捗状況
・
現状

●平成29年度実績
店舗改修：12件、融資件数：33件
※H30第1四半期の融資件数は14
件（総融資額：5825万円）で、Ｒ１の
利子補給は60件を見込む。
中心市街地における空き店舗数
Ｈ28：74件→H29：70件

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑦商工業の経営基盤を強化する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 新規起業者応援事業 担当部課 産業振興部 商工観光課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 4,013 0 0
総コスト
計

4,013

8,700

人件費（B） 2,610 0 0
人件費割合

(%)
65.0

主な事業費内訳 委託料

従事職員数(人) 0.3 平均人件費

事業費（A）
1,403 0 0 1,403

一般財源（a）
702 702

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
701 701

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 6,400千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

30

成果指標
クラスター協議会発等の商品が目指す
市場で採用・販売される品目数（件） 2 3 3

市内事業者
マーケティング手法を活用
して商品開発、販路開拓を
行う

活動指標
クラスター協議会等が希望する商品の
リサーチ品目数（件） 15 30

事業期間 平成29年度 ～ 令和元年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

5,643
2 1 7

6,400千円

総事業費 5,643千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　市内事業者等が、高まった糸島認知をビジネスチャンスと
して生かす基盤を強化するため、マーケティング手法の実
践モデルを展開する。

事業主体 市、市内事業者、委託企業

実施方法 一部委託

事業内容

・ 市でリサーチ企業や、広告のノウハウを持つ企業とマーケティン
グ推進体制を構成し、糸島市食品産業クラスター協議会と連携す
る。
・  本市（他自治体も同様）に不足している市場リサーチ、流通、広
告・宣伝などのノウハウを補完し合い、マーケティング戦略を実施
する。
・  初期段階では糸島ブランドの優位性の高い福岡近隣で展開す
る。

進捗状況
・
現状

　平成28年度「糸島ふともずく」、平成29
年度に「だしスープっ鯛」を施行し、次の
「糸島めんま」まで商材が決定。マーケ
ティングの効果が注目され、地域事業者
が積極的に参加するところも出てきた。
　FFGとも連携し、同じ手法を多事業者
に展開させ、今後地域に広げる基盤を
作りつつある。

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （２）商工業の振興

施　策 　⑧魅力ある糸島産品をブランド化し、消費を拡大する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 いとしまマーケティングモデル推進事業 担当部課 企画部 秘書広報課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

その他 糸島市定住・ブランド基金 糸島市定住・ブランド基金条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 8,310 0 0
総コスト
計

8,310

8,700

人件費（B） 2,610 0 0
人件費割合

(%)
31.4

主な事業費内訳 委託料

従事職員数(人) 0.3 平均人件費

事業費（A）
5,700 0 0 5,700

一般財源（a）
0

0

その他
2,850 2,850

財
源
内
訳

国庫支出金
2,850 2,850

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 47,977千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

50

成果指標
【雑誌】全国誌での掲載料相当額（千円）
【テレビ】糸島のモノ・コトを取材した特集番組（本）

50,000
3

50,000
5

50,000
5

市民
糸島ブランドの推進
地域経済の循環・拡大
定住化促進への好影響

活動指標
プロモーションに関する営業活
動（年間回数）（回）

40 50

事業期間 平成29年度 ～ 令和元年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

20,080
7 1 2

47,977千円

総事業費 20,080千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　観光入込客数や交流人口、定住希望者の拡大のため、
雑誌・テレビ等の取材を誘導し、全国での糸島市の認知度
の向上とブランド糸島の確立を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事業内容

①首都圏を中心に糸島の食材の魅力をはじめ観光や暮ら
し、新たな余暇の過ごし方などの情報をターゲットに適した
媒体で効果的に発信する。
②パブリシティに重点を置き、様々な連携先と協力しながら
魅力的なモノ・コトを創り出していく。

進捗状況
・
現状

・現在、メディアでは福岡、関東を中心に活発
な無料取材が行われている。この動きを継続
させるためにも、その誘引策として、有料広告
等による積極的な活用が必要。
・今後は関西以西への働きかけ、及び、観光
や産物等の具体的な楽しみ方のアプローチ
が重要。
・特に関東圏では総合的、継続的なシティ
セールスが求められる。

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑪観光情報の積極的な発信、提供を行う

重点プロジェクト 　移住支援プロジェクト

事業名 いとしまブランド推進事業（広告掲載等事業） 担当部課 企画部 秘書広報課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 2,020 870 870
総コスト
計

3,760

8,700

人件費（B） 870 870 870
人件費割合

(%)
69.4

主な事業費内訳 委託費

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1平均人件費

事業費（A）
1,150 0 0 1,150

一般財源（a）
575 575

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
575 575

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

5

成果指標 外国人観光入込客数（人） 37,000 42,000 42,000

事業者 売り上げ増

活動指標 発信回数（回） 0 5

事業期間 令和元年度（1年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

1,150
7 1 3

-千円

総事業費 1,150千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　福岡市を玄関口に多数来訪しており、滞在時間と消費額の高
い外国人観光客をターゲットに情報発信を行う。
海外に対して糸島市の観光地としての認知度を高め、入込客数
の増加及び市内観光消費額の増加を図る。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事業内容

　福岡市に来訪する外国人観光客に密接な情報発信ができる発
信媒体により、ターゲットに届く発信を行う。外国人への発信ノウ
ハウが高く、糸島の観光素材にも詳しい糸島観光大使のニック・
サーズ氏や委託業者と協同し、発信コンテンツ選定を行う。
➢冊子及びｗｅｂで観光情報を継続的に発信。
➢年２回程度発信。
➢「EXPLORE ITOSHIMA」のｗｅｂページ掲載。

進捗状況
・
現状

　海外からの玄関口である福岡市には、
約300万人の外国人観光客が訪れてい
るが、糸島市内への入込数は3.7万人で
あり、誘客ができていない。海外におけ
る糸島市の認知度が低いことが原因で
あるが、糸島市による海外へのプロモー
ションが現状できていない。

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑪観光情報の積極的な発信、提供を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 外国人観光客観光情報発信事業 担当部課 産業振興部 商工観光課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 9,524 9,604 9,604
総コスト
計

28,732

8,700

人件費（B） 870 870 870
人件費割合

(%)
9.1

主な事業費内訳 委託料 委託料 委託料

従事職員数(人) 0.1 0.1 0.1平均人件費

事業費（A）
8,654 8,734 8,734 26,122

一般財源（a）
4,327 8,734 8,734 21,795

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
4,327 4,327

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

6

成果指標 観光入込客数（万人） 632.9 641.9 660

糸島を訪れる観光
客

糸島を知る、訪れる、糸島
観光に満足する

活動指標
観光案内所窓口の充実
（糸島市観光協会の人員配置）
（人）

4 6

事業期間 令和元年度 ～ 令和3年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

26,122
7 1 3

-千円

総事業費 26,122千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　長期総合計画後期基本計画の施策「観光情報の積極的
な発信、提供を行う」に基づき、観光情報の収集・発信・窓
口案内を充実することで、観光誘客の増、周遊の促進、観
光満足度の向上させるを目的とする。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事業内容

　観光案内所等での観光案内、電話・メールの問い合わせ
対応、観光パンフレットの発送、観光ボランティアの仲介
等、観光客に対する聞き取りなどの業務を委託する。
　委託先は、ＪＲ筑前前原駅前に事務所を有して案内所の
立地条件にも優れる糸島市観光協会とする。

進捗状況
・
現状

・観光入込客は年々増加しており、平成
28年中の観光入込客は632.9万人となっ
た。
・観光案内所（糸島市観光協会窓口）の
来訪者数も年々増加しており、平成29年
度は22,651人となった。

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （３）観光の推進

施　策 　⑪観光情報の積極的な発信、提供を行う

重点プロジェクト 　該当なし

事業名 観光案内・情報発信業務委託事業 担当部課 産業振興部 商工観光課
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （４）企業の誘致と新産業の創出

施　策 　⑫九州大学関連研究所の誘致、新産業の創出、既存産業の活性化を図る

重点プロジェクト 　九州大学を生かした地域づくりプロジェクト

事業名 九州大学サイエンスパーク実現化事業 担当部課 企画部 地域振興課

事業目的

　九州大学隣接部により早期にサイエンスパークの設置を
実現化する。 事業主体 市（民間企業）

実施方法 一部委託

事業内容

○平成30年度中に策定の「九州大学サイエンスパーク構想-糸島
市-」に基づき、適地にかかる土地利用基本計画図及び対外的な
ＰＲパンフレットを策定する。
○外部へ委託する。 進捗状況

・
現状

➢九州大学と糸島市は、サイエンス
パーク構想策定のため、組織対応
型連携研究を実施。
➢平成29年度に志摩東部地区のま
ちづくりについて、検討し、研究機関
の立地に関し、地元住民も交えた構
想図案を作成。

事業期間 令和元年度（1年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

1,980
2 1 7

-千円

総事業費 1,980千円
（うち市予算化分）

千円
予算科目

昨年度の実施計画に
計上した総事業費 -千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

1

成果指標 - - - -

市
九州大学関連の研究を行
う研究施設立地による雇用
の創出

活動指標 基本設計の完成（件） 0 1

財
源
内
訳

国庫支出金
972 972

県支出金
0

地方債
0

その他
1,008 1,008

一般財源（a）
0

事業費（A）
1,980 0 0 1,980

主な事業費内訳 委託料

従事職員数(人) 0.4 平均人件費

総コスト（A＋B） 5,460 0 0
総コスト
計

5,460

8,700

人件費（B） 3,480 0 0
人件費割合

(%)
63.7

その他 糸島市ふるさと応援基金 糸島市ふるさと応援寄附条例

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％
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【糸島市長期総合計画に掲げる政策・施策】

【事業の内容について】

【事業費について】

財源の種類
特定財源の名称

（使途が定められた財源）
根拠法令等

補助率、交付税
措置率等

国庫支出金 地方創生推進交付金 地域再生法 50％

総コスト（A＋B） 2,619 0 0
総コスト
計

2,619

8,700

人件費（B） 870 0 0
人件費割合

(%)
33.2

主な事業費内訳 委託料

従事職員数(人) 0.1 平均人件費

事業費（A）
1,749 0 0 1,749

一般財源（a）
874 874

0

その他
0

財
源
内
訳

国庫支出金
875 875

県支出金
0

地方債

予算科目
昨年度の実施計画に
計上した総事業費 5,210千円

（単位：千円）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 合計

30

成果指標 市以外の仕事受注数 18 30 30

子育て中の女性
ライティング技術の習得、
テレワーカーとしての仕事受注

活動指標 ママライター育成講座修了生（人） 20 30

事業期間 平成29年度 ～ 令和元年度（3年間） 会計種類 一般会計

受益者 受益者の考えている価値 求められる成果（単位） 現状値 当該年度目標値 最終目標値

款 項 目

5,242
2 1 7

5,210千円

総事業費 5,242千円
（うち市予算化分）

千円

事業目的

　居住地に制約されない就業形態であるテレワークを推進
するため、子育て世代の女性に着目し、ママライターの育
成を行う。

事業主体 糸島市

実施方法 全面委託

事業内容

子育て中の女性を対象としたライター技能取得講座を実施。

・実施期間　　約3か月（全8回程度）
・育成人数　　10人
・実施方法　　業務委託
・委 託 先      日本テレワーク協会
　　　　　　　　　（実行者：一般社団法人　ママトコラボ）

進捗状況
・
現状

H27年度
　➣前原テレワークセンター及びママトコワー
　　 キングスペースを設置
H28年度
　➣テレワーク推進講座を実施（4回）
H29年度
　➣ママライター育成　　10名

基本目標７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

政　策 （４）企業の誘致と新産業の創出

施　策 　⑬製造業や流通産業などの企業を誘致し、雇用機会を拡大する

重点プロジェクト 　しごとづくりプロジェクト

事業名 ママライタースタートアップ事業 担当部課 企画部 地域振興課
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（1段目：実施計画計上額、２段目：増減額、３段目：変更後計上額） 単位（千円）

国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

１　みんなが健康で元気なまちづくり

（１）保健・医療の充実

変更前 0 0 0 0

増減額 6,247 11,092 17,339 11,175 18,741 29,916 9,358 15,612 24,970 72,225

変更後 6,247 11,092 17,339 11,175 18,741 29,916 9,358 15,612 24,970 72,225

新規 ソフト 　

２　子どもが健やかに育つまちづくり

（１）子育て支援の充実

変更前 0 0 0 0

増減額 7,268 1 7,269 0 0 7,269

変更後 7,268 1 7,269 0 0 7,269

新規 ソフト 　

変更前 0 0 0 0

増減額 1,000 3,572 4,572 0 0 4,572

変更後 1,000 3,572 4,572 0 0 4,572

新規 ソフト 　

４　快適に暮らすことができる安全･安心のまちづくり

（２）　情報通信基盤の整備

変更前 0 0 0 0

増減額 148,000 148,000 0 0 148,000

変更後 148,000 148,000 0 0 148,000

新規 ハード 　

（４）治山・治水

変更前 0 0 0 0

増減額 55,341 55,341 0 0 55,341

変更後 55,341 55,341 0 0 55,341

変更 ハード 　

５　みんなの力で進める協働のまちづくり

（１）協働のまちづくりの推進

変更前 0 0 0 0

増減額 14,300 14,300 0 0 14,300

変更後 14,300 14,300 0 0 14,300

新規 ソフト 　

（２）生涯学習機会の充実

変更前 105,700 26,029 131,729 100,700 11,283 111,983 253,152 1,824,400 203,074 2,280,626 2,524,338

増減額 20,000 ▲ 1,400 ▲ 104 18,496 0 0 0 0 0 0 0 18,496

変更後 20,000 104,300 25,925 150,225 100,700 11,283 111,983 253,152 1,824,400 203,074 2,280,626 2,542,834

変更 ハード 　

変更前 41,326 41,326 15,000 15,000 1,800 1,800 58,126

増減額 10,000 10,000 ▲ 10,000 ▲ 10,000 0 0 0

変更後 51,326 51,326 5,000 5,000 1,800 1,800 58,126

変更 ハード 　

3
保育人材確保事業

子
ど
も
課

保育人材を確保し、待機児童の解消を図る。

光回線整備事業

秘
書
広
報
課 光回線未整備地域（福吉地域、怡土地域）に光回線が利用できる環境を構築することにより、情報格差の解消を促進するとともに、携帯電話回線と併せて、通信手段の二重化を図る。

一般

一般

合計

5
ため池耐震調査業務

農
林
水
産
課 近年の豪雨や大規模地震等により多くのため池が被災し、大きな被害が生じていることを踏まえ、大規模地震に備えた耐震調査と整備を実施する。

事業費
合計

糸島市実施計画（R１～3）6月変更　事業一覧表

N
o

事業名
課
名

会計

令和元年度 令和２年度 令和３年度

6

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳

2

幼児教育・保育無償化
対応事業

1

風しんの追加的対策事
業

コミュニティ助成事業
地
域
振
興
課 自治総合センターのコミュニティ助成事業を活用し、行政区の備品やコミュニティの拠点となる施設を整備することで地域活動を活発にし、伝統継承や青少年・後継者育成をさらに進めることで、地域コミュニティの

活性化につなげる。

体育施設改修整備事業

生
涯
学
習
課 体育施設の改修を行い、施設の安全性及び利便性を高め、利用者の増進を促すなどスポーツ振興を図る。

7

運動公園等整備事業
経
営
戦
略
課

健
康
づ
く
り
課 風しんの発生及びまん延を予防するためには、可及的速やかに抗体保有率が低い世代の男性の抗体保有率を上昇させる必要があることから、令和４年３月31日までの時限措置として定期接種を行う。

子
ど
も
課

幼児教育の負担軽減を図る少子化対策、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性に鑑み、幼児教育・保育の無償化を実施する。

一般

運動機能、交流機能、防災機能等を備えた運動公園を整備し、都市機能の充実及び生涯学習機会の充実を図ることで、多くの市民の満足度を向上させる。また、防災拠点となる多目的体育館、広場、災害備蓄
庫などの施設整備を行うことで、市民の生命、財産を守る体制を強化する。

8

4

一般

一般

一般

一般

一般
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国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源 国庫支出 県支出 地方債 その他 一般財源

合計事業費
合計

N
o

事業名
課
名

会計

令和元年度 令和２年度 令和３年度

財源内訳 事業費
合計

財源内訳 事業費
合計

財源内訳

６　経営感覚を持った持続可能なまちづくり

（１）行財政改革の推進

変更前 0 0 0 0

増減額 13,308 13,308 0 0 13,308

変更後 13,308 13,308 0 0 13,308

新規 ソフト 　

７　地域資源を生かした産業創出のまちづくり

（２）商工業の進行

変更前 0 0 0 0

増減額 220,613 220,613 0 0 220,613

変更後 220,613 220,613 0 0 220,613

新規 ソフト 　

その他

変更前 36,946 66,018 102,964 0 0 102,964

増減額 49,196 ▲ 17,036 ▲ 32,160 0 0 0 0

変更後 49,196 19,910 33,858 102,964 0 0 102,964

変更 ハード 　

変更前 0 0 105,700 36,946 133,373 276,019 0 0 100,700 0 26,283 126,983 253,152 0 1,824,400 0 204,874 2,282,426 2,685,428

増減額 296,056 62,609 ▲ 1,400 ▲ 1,736 153,709 509,238 11,175 0 0 0 8,741 19,916 9,358 0 0 0 15,612 24,970 554,124

変更後 296,056 62,609 104,300 35,210 287,082 785,257 11,175 0 100,700 0 35,024 146,899 262,510 0 1,824,400 0 220,486 2,307,396 3,239,552

市役所内の定型業務の自動化を図ることで、職員の作業時間を削減し、長時間勤務を抑制しつつ、効果的な政策立案や細やかな市民対応を行う時間を増加させる。

9
RPA導入推進事業

経
営
戦
略
課

消費税率の10％への引上げが低所得者・子育て世帯（0〜2歳児）の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起・下支えすることを目的に、プレミアム付商品券を販売する。

合計（一般財源）

10
プレミアム付商品券事業

商
工
観
光
課

-

地方創生推進交付金新
規計画掲載事業
（新規起業者応援事業
等　全23件）

糸島市「しごとの魅力向上」事業、糸島市「地域社会の担い手育成・発掘」事業について令和元年～令和３年度の３年間取り組み、地方創生を推進する。

一般

一般

一般
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